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　能見さん：みらい先生、こんにちは。ご無沙汰して
おります。
　みらい：こんにちは。お久しぶりですね。確か能見
さんは昨年10月から２年間の予定でバンコク支店に
赴任されていましたよね。タイでの生活は慣れました
か？
　能見さん：その予定だったのですが、実は新型コロ
ナウイルスの「オミクロン株」感染拡大の影響もあり、
１月末に帰国して２月から日本で勤務しています。突
然の本社辞令だったのですが、状況が落ち着いたら再
度タイでチャレンジしたいと思っています。
　みらい：そうでしたか。それは突然のことで大変で
したね。
　能見さん：ところで以前みらい先生から２年間の海
外勤務期間中は「非居住者」になるので、日本で所得
税は課税されないとうかがいました。しかし、今回の
ように短期間で帰国した場合には「非居住者」に該当
しなくなりますよね。海外勤務期間（昨年10月から今
年１月分）の給与について改めて日本で所得税が課税
されるのでしょうか？
　みらい:出国時には海外勤務期間が１年以上の予定
だったので、たとえ１年未満で帰国したとしても海外
勤務期間中は「非居住者」となります。過去にさかの
ぼって日本の所得税の計算を修正する必要はありませ
ん。
　能見さん：実際に居住していた期間でなく、当初の
海外勤務予定期間によって日本で課税されるかどうか
決まるということですか？
　みらい:そのとおりです。「居住者」「非居住者」の判
定はあくまでも「出国時の海外勤務期間の見込みがど
うであったか」が基準になります。
　能見さん：そうですか。安心しました。ところで今
年の年末調整はどのように行うのでしょうか？
　みらい:能見さんは２月から「居住者」となっている
ため、今年の12月末に年末調整を行う必要がありま
す。
　能見さん：その年末調整では、海外勤務期間である

１月分の給与も含めて計算することになりますか？
　みらい：12月末に日本の「居住者」であれば通常ど
おりの年末調整を行う必要があります。その際、年末
調整の対象は、あくまでも「居住者」であった期間で
ある２月分以降の給与が該当します。「非居住者」期間
分である１月分の給与については年末調整の対象には
なりません。
　能見さん：なるほど。今回の年末調整では２月以降
の11カ月分の給与が対象になるとのことですが、配偶
者控除や扶養控除の計算はどうなりますか？
　みらい：11カ月分の給与が年末調整の対象であった
としても、配偶者控除や扶養控除は国内で勤務する従
業員と同様の取り扱いとなります。つまり、１年分の
控除を受けることができます。
　能見さん：それはよかったです。ところで７月に１
月から６月が計算期間の賞与が支給されますが、海外
勤務期間である１月分に対応する賞与への課税はどう
なりますか？
　みらい：賞与の計算期間に海外勤務期間が含まれて
いても、能見さんは賞与支給時点では「居住者」のた
め、支給される賞与の全額が日本で課税されます。「居
住者」は全世界所得に対して課税されるため、１月分
の海外勤務期間に対応するいわゆる「国外源泉所得」
についてもその全額が日本で課税対象になります。
　能見さん：そうですか。海外赴任についての税金は
複雑ですね。また海外に行けるように、今は日本で頑
張ろうと思います。ありがとうございました。

＜筆者紹介＞
みらいコンサルティンググループ
（本社：東京都中央区・国内10拠点）
現地法人：中国（北京・上海・深セン）・マレーシ
ア（KL）・ベトナム（ホーチミン）・シンガポール・
タイ（バンコク）
JapanDesk：米国（LA）・中国（大連）・台湾・香港・
ミャンマー・フィリピン・カンボジア・インドネシア
ＵＲＬ：http://www.miraic.jp/

2022年（令和4年）3月22日（火） The Daily NNA豪州＆オセアニア版【Australia & Oceania Edition】　第05804号［15］

【ASIA】www.nna.jp/ 【EU】www.nna.eu/ Copyright(C) NNA All rights reserved. 

この記事は、アジア経済ビジネス情報を発信するＮＮＡ(株式会社エヌ・エヌ・エー)の許可を得て掲載しています。


	ＱＬＤ州でインフラ投資拡大
	豪港湾は限界、景気回復の妨げに＝生産性委
	豪小売各社、物価高も世帯貯蓄が下支えか
	豪労組が６％賃上げ要求へ、インフレ上昇で
	豪連邦、赤字財政が15年間継続見通し
	豪が暗号資産規制に着手、過剰監視には消極的
	豪州の燃油税、道路に再投資は５割のみ
	医療機器価格引下げ、効果不十分＝保険業界
	豪の住宅保険料が２桁上昇か、採算取れず
	豪住宅市場、コロナ禍で６つの変化＝報告書
	豪大学別のＣＥＯ輩出数、ＵＮＳＷが１位
	ＮＳＷ沖で洋上風力発電、地場企が30年に操業
	火災で停止のシェルのガス事業、生産再開へ
	豪政府、アルミナなどロシアへの輸出禁止に
	エッソ、ガス不足緩和でＶＩＣでの生産拡大へ
	中国企がレアアース権益取得、審査要求も
	本日のオーストラリア１行情報（21日付）
	ＮＺ２月貿易赤字９億＄、輸出は乳製品が伸び
	国境閉鎖政策は正しかった＝ＮＺ首相
	本日のニュージーランド１行情報（21日付）
	（表）豪州・ＮＺの新型コロナウイルス感染者数（21日）
	（表）新型コロナウイルス感染者数（21日）
	韓国次期大統領が印首相と会談、クアッド重視
	富士フイルム、インドネシアで医療分野強化
	トヨタ、ＦＣＶミライの調査で印政府と覚書
	住商連合、比で南北鉄道の車両事業を受注
	タイ、入国者の渡航前ＰＣＲ検査義務を撤廃
	中国企業５社、ファイザーコロナ薬を製造へ
	ロシア中銀、政策金利を20％に据え置き
	第87回
	エスター・ホさん　Akadot TV代表
	海外勤務期間が短縮された場合の取扱い
	中国
	韓国
	台湾
	シンガポール
	インド
	タイ

